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一 総論 

Ⅰ はじめに 

少子高齢化の進行とともに生産年齢人口が減少する中で、我が国の経済社会が持続

的に発展していくためにも、「女性が輝く社会」、「男女共同参画社会」を実現すること

が重要とされている。 

こうした中、「女性の力」を最大限発揮できるよう、国が率先して、男女全ての職員

の仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の実現に取り組んでいるところであり、

本県においても、県庁自らが取り組んでいくことが重要である。 

これまで県では、直近の５年間で、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法の

各法に基づく特定事業主行動計画を一体的に定めた第４期計画を策定し、遂行してき

た。 

その取組について一定の効果は見られるものの、今後、資源（ヒト・モノ・カネ等）

が限られる中、多様化する県民ニーズに対応し、質の高い行政サービスを提供していく

ためには、男女全ての職員が、健康で、意欲と能力を十分に発揮できる職場環境を整備

し、ワークライフバランスや働き方改革を実現することが不可欠であり、職員の「仕事

と子育ての両立」と「女性活躍の推進」は車の両輪として引き続き取り組むべき課題で

ある。 

この度、令和７年度末をもって第４期計画期間が終了することから、必要な見直しを

行い、第５期計画を策定するものである。 

   本計画は、石川県が一つの雇用主としての立場から、知事部局、議会事務局、監査

委員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局及び海区漁業調整委員会事務局の

職員を対象として策定する特定事業主行動計画である。 

    

Ⅱ 計画期間 

   本計画は令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間を計画期間とし、

計画の達成状況等を勘案し、必要に応じ見直しを行うこととする。 

 

Ⅲ 本計画の推進体制 

   本計画の策定及び計画に盛り込まれた措置を効果的に実施するため、人事・組織経

営課は、各部局の企画調整室と連携を図りながら、職員に対して、本計画を周知・徹

底し、計画の着実な推進を図るとともに、達成状況を点検しながら、職員等からの意

見も踏まえ、必要に応じて計画の変更を行うこととする。 

 

Ⅳ 実施状況の公表 

本計画の実施状況について、毎年１回、取組状況と数値目標に対する実績等について
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公表する。 

 

二 具体的な内容 

Ⅰ 仕事と育児の両立に向けて（次世代育成支援） 

１ 現状分析 

(1) 男女別の育児休業取得率 

男性職員の育児休業取得率は近年上昇しており、R6 年度においては取得率が過去最

高となったものの、「こども未来戦略（R5.12.22 閣議決定）」における目標値 85%（R7 年

度）を下回っている。 

 

 

 

(2) 男性職員の出産補助休暇または育児参加休暇の取得率と合計取得日数 

R1 年度と比較すると、取得率は減少しており、合計取得日数も横ばいである。 

 

 

 

(3) 男性職員の育児に係る休暇・休業に対する意識調査（R7 年度職員アンケート） 

R7 年度に実施したアンケート調査において、男性職員全員を対象に、今後の育児に

係る休暇・休業の取得希望について調査したところ、回答者のうち 95.0%の職員が「利

用したい」と回答しているが、うち 17.2%は「職場に迷惑をかけるため」、「業務が繁忙

であるため」等の理由により、「利用したいができないと思う」と回答している。 

 

 

 

(4)年次有給休暇平均取得日数 

平均取得日数は年々着実に増加しているものの、都道府県平均より低い状況。 

 

 

 

(5) 時間外勤務時間数（1人当たり月平均） 

令和６年能登半島地震が発生した令和５年度には増加したものの、令和６年度は減

少した。 

【参考】

政府目標(R7)

男　性 13.6% 19.3% 30.1% 57.9% 72.0% 78.9% 85%

女　性 100.0% 99.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% －

R6R1(年度) R2 R3 R4 R5

取得率 80.9% 69.7% 75.7% 77.9% 68.0% 71.0%

合計取得日数 4.0日 3.2日 3.5日 4.3日 3.9日 4.0日

R1(年度) R2 R3 R4 R5 R6

77.8% 17.2% 5.0%

0.0%
（男性のみ対象）育児に係る休暇・休業を利用したいと思うか

利用したい 利用したいが、できないと思う 利用したくない 無回答

利用したい計 95.0% 

R4 R5 R6
【参考】

都道府県平均(R6)

年次有給休暇

平均取得日数

(年) R1

10.6日 10.5日 11.4日 11.6日 13.0日 13.8日 14.3日

R2 R3

時間外勤務時間数 14.8時間 15.5時間 14.9時間 18.2時間 23.4時間 20.4時間

R6(年度) R2 R3 R4 R5R1
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２ 数値目標の設定 

  計画の進捗状況を客観的に把握するため、目標値を下記のとおり定める。 

 

  ＜職員の仕事と家庭の両立促進に関する目標値＞ 

 

○年次休暇平均取得日数       17 日（R12 年）（現状 13.8 日） 

                  （※病院職場を除く） 

     

  ○男性の１月超の育児関連休暇・育児休業取得率  100％（R12 年度）（現状 72.0％） 

     

  ○男性の育児休業取得期間の分布状況   １月超 100%かつ６月超 50%（R12 年度） 

                      （過去５年平均 １月超 73.2%、６月超 31.9%） 

 

  ○1 人 1 月当たり時間外勤務時間数  14.0 時間（R12 年度）（過去 5 年平均 18.5 時間） 

 

 

３ 取組内容 

(1) 意識改革 

以下の(2)～(6)の取組を実効あるものとするため、全ての職員が、次代の社会を担う

子どもたちの健やかな誕生とその育成の必要性を理解し、固定的な性別役割分担意識（例

えば、「子どもの面倒をみるのは全て母親の仕事だ」というような意識）の是正を行い、

職員の子育てを職場全体で支援していくという意識を持つよう努めるものとする。 

これまで実施してきた職員のアンケートなどでは、全職員が、今一度仕事と生活の調

和の意義についてよく理解することが重要なのではないかといった意見があった。 

仕事と生活の調和については、官民挙げて様々な取組が進められているところであり、

今回の見直しでは、研修等を通じて、子育てに限らず、介護等、職員それぞれの立場、環

境下における仕事と生活の調和の実現に向けた意識の醸成、職場環境づくりを図るもの

とする。 

（参考） 

○R7 年度に実施した職員アンケート結果によれば、職場環境の改善のために必要な取組として、「管

理職をはじめとした組織全体の意識改革（風土の醸成）」との意見が寄せられている。 

○仕事と生活の調和の必要性、重要性に関する研修等を実施（H25 年度から実施） 

 

(2) 働き方の見直し 

(ｱ) 時間外勤務の縮減 
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① 定時退庁日の徹底 

毎週水曜日は、管理職員自らが、率先して定時に退庁するとともに、職員に速やかな退

庁を促すことで、定時退庁の取組を徹底することとする。 

また、毎月１９日は「県民育児の日」であることから職員に対しても、定時退庁日とす

ることで、職員の仕事と子育ての両立推進の意識を職場全体で喚起することとする （H17

年度から実施）。加えて、毎週水曜日の定時退庁日や県民育児の日のほかに、所属独自の

毎月１回の定時退庁日を設定することとし、所属長や職員は、毎月・毎週の定時退庁日を

折りこんだ業務遂行を行うこととする。 

さらに、定時退庁日の実施をより実効あるものとするため、毎月の定時退庁日のうち

少なくとも１回は、当該所属の全ての職員が一斉に退庁することとする。 

（参考） 

○県庁職員「育児の日」（H17 年度から）が「県民育児の日」（H18.7 から）に拡大 

○所属独自の定時退庁日の設定（H20.3 から実施） 

○各所属の全員一斉退庁日の設定（H22.1 から実施） 

 

② 時間外勤務を縮減する意識の高揚 

職員一人一人が、常日頃より、事務の簡素合理化やメリハリのある業務遂行に努め、調

査・照会などを他所属に行う場合は、計画的に十分な時間を考慮して行うこととする。 

管理職員は、１年間の業務の繁閑状況を常に把握し、業務の適正な配分と計画的な遂

行をマネジメントし、時間外勤務の事前命令を徹底することとする。また、所属内又はグ

ループ内ミーティングなどを通して職員間の情報共有を図ることで、他職員への支援・

協力を積極的に行うこととするなど、退庁しやすい職場環境づくりに努めるものとする。 

なお、時間外勤務実績が多い所属については、人事・組織経営課等が業務遂行状況につ

いて管理職員にヒアリングを実施することとする。 

より一層の時間外勤務縮減に向け、時間外勤務時間数の目標値の設定や、全庁一斉の

時間外勤務縮減強化月間の設定、所属又はグループごとの時間外勤務縮減強化ウィーク

の設定など、取組を充実させる。（H26 年度から実施） 

（参考） 

○定時退庁日に、人事・組織経営課長等から全職員に定時退庁のお知らせを配信、執務室消灯の徹底

（H18 年度から実施） 

○時間外勤務が多い所属へのヒアリング（H19 年度から実施） 

○時間外勤務の免除…小学校就学の始期に達するまでの子のある職員から時間外勤務の免除の請求

があれば、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合

を除き、時間外勤務が免除される。（H22 年度から実施） 
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③ 勤務時間の適切な管理 

職員の健康管理のため、現在、時間外勤務命令時間等、職員からの申告によって把握し

ている勤務時間を、パソコンの使用時間を記録する等により客観的かつ正確に把握する。 

さらに、育児又は介護を行う職員については深夜勤務及び時間外勤務が制限されるこ

とから、管理職員は、当該職員の勤務時間の管理を特に厳正に行うものとする。 

 

④ 業務の実態に応じた勤務時間の割振り変更 

  職員の健康維持及び業務能率の向上の観点から、所属長が公務の運営上必要と認める

場合に、業務の実態に応じた勤務時間の割振り変更を行うことを認める。（H22 年度から

実施） 

 

(ｲ) 年次有給休暇の取得促進 

① 計画年休の取得促進 

管理職員、グループリーダー等は、職員の計画年休の予定を把握し、取得するよう働き

かけを行うことで、計画的取得を促進することとする。（H17 年度から実施） 

また、計画年休取得強化月間を設定し、休暇の取得を希望する職員が、希望どおりに休

暇を取得しやすい雰囲気を醸成していく。（H25 年度から実施） 

H27 年度から、計画年休を半日単位でも取得できるようにしたことから、各職員は、計

画年休の取得目標を月１．５日とし、その取得に努めるとともに、グループ内ミーティン

グ、庶務事務支援システムや予定表等により計画年休の予定や業務に関する情報等を共

有し、相互に計画年休が取得しやすくなるような職場環境づくりに努める。 

 

② リフレッシュ休暇の取得促進 

管理職員、グループリーダー等は、リフレッシュ休暇の対象者に取得計画を提出させ、

取得状況の把握に努めることで、計画的取得を促進することとする。（H17 年度から実施） 

 

③ 子育て等のための年次有給休暇の取得促進 

管理職員、グループリーダー等は、子育て中の職員に対し、配偶者の子育ての負担軽

減、家族とともに過ごす時間の確保等のために年次有給休暇を取得することを呼びかけ

ることとする。 

また、小学校入学前までの子を持つ職員を対象とした育児ウィーク計画（年次有給休

暇等を活用した連続した７日間（週休日・休日を含む）の休みの取得計画）の作成、提出

を推奨していく。 

 

④ 年５日以上の年次有給休暇の確実な取得  
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年次有給休暇が年１０日以上付与される職員については、年初に計画表を作成し、１

年間で年５日以上の年次有給休暇を取得する計画を立て、確実な取得を目指す。 

 

⑤ 年次有給休暇の取得促進「プラス３日運動」 

R12 年末までに、職員１人当たりの年次有給休暇平均取得日数が１７日となるように、

人事・組織経営課や所属長は、「プラス３日運動」として、職員が前年の年次有給休暇と

比較してプラス３日取得することを目指す。 

各職員は、業務に関する情報等を共有し、相互に年次有給休暇が取得しやすくなるよ

うな職場環境づくりに努める。また、事務の簡素合理化やメリハリのある業務遂行に努

め、業務の繁閑状況を把握・管理し、計画的に取得するよう努める。 

管理職員、グループリーダー等は、職員の業務の進捗状況等を把握し、必要に応じ職員

間の業務分担の調整を行う等、適切な業務の管理に努めるとともに、職員が年次有給休

暇を取得するよう声かけをすることとする。特に、ゴールデンウィーク、年末年始、月曜

日や金曜日との組み合わせによる連続休暇の取得や子どもの春休み、夏休み、授業参観、

学芸会、運動会などの学校行事やＰＴＡ活動、子ども会活動、子どもの予防接種、健康診

査、ＮＰＯや地域団体等の活動に際し、年次有給休暇を活用するよう呼びかけることと

する。 

（参考） 

○R7年度に実施した職員アンケート結果によれば、前年思ったとおりに年休を取得できたかの質問に

対し、「思ったとおり取得できた」、「ほぼ思ったとおり取得できた」と概ね取得できたと回答した割

合が 70.4%となっており、R2 年度に実施した同様のアンケートの割合（69.0%）と比較して増加して

いる。 

○R7年度に実施した職員アンケート結果によれば、年次有給休暇を思ったとおり取得するために必要

な取組として、「職員の意識改革」、「取得しやすい雰囲気づくり」、「仕事の効率化」、「職員間の適切

な業務量調整」という意見が寄せられている。 

○部局別年休取得状況を所属長等へ周知する。（H22 年度から実施） 

 

⑥ リフレッシュウィークの実施 

８月の旧盆を含む週をリフレッシュウィークとし、各所属において、県民サービスに

支障を来さない範囲で、必要最低限の職員の出勤を推奨する。（R1 年度から実施） 

 

(ｳ) 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

各職員は住民に対して、行政サービスを提供する県職員であると同時に、地域社会の

構成員であり、その地域における子育て支援の取組に積極的に参加することが期待され

ていることを踏まえ、年次有給休暇やボランティア休暇等を活用し、子どもの健全育成、
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疾患・障害のある子どもの支援、子育て家庭の支援等を行うＮＰＯや地域団体等の活動

への積極的な参加に努めることとする。 

 

(3) 育児関連の休暇・休業制度の利用促進 

(ｱ) 休暇制度等の拡充 

① 育児休業の取得要件の緩和 

・配偶者が専業主婦（夫）であっても育児休業の取得を可能とする。（H22 年度から実施） 

・男性職員が子の出産後８週間以内に育児休業を取得する場合は、原則２回までの育児

休業とは別に２回までの取得を可能とする。（R5 年度から実施） 

 

② 孫守り休暇の導入 

 職員の配偶者が出産する場合に取得可能としていた出産補助休暇及び育児参加休暇の

対象を、孫を持つ職員に拡大し、８日間の休暇取得を可能とする。（R8 年度から実施） 

 

③ 家族の看護等休暇の拡充 

子の看護に加え、入園、卒業式等の式典への参加や学校保健安全法に基づく出席停止、

学校の休業に伴う子の世話を行う場合についても休暇の対象とした。（R7 年度から実施） 

（参考） 

○取得期間について、一律「年５日」とされているところ、子が２人以上の場合は「年１０日」に拡

充。（H22 年度から実施） 

○子に関しては、予防接種や健診のための付き添いについても休暇の対象とする。（H22 年度から実施） 

○子の対象年齢を「小学校就学前」から「中学校就学前」まで引き上げた。（H23 年度から実施） 

○１日又は１時間という取得単位を半日単位でも取得可能とした。（H25 年度から実施） 

○対象を「配偶者又は１親等の親族」から「２親等の親族」までに拡大した。（R2 年度から実施） 

 

④ 介護のための短期の休暇の創設 

・介護が必要な家族の通院の付き添い等のため、短期の介護休暇（年５日、対象者が２人

以上であれば年１０日）を創設。（H22 年度から実施） 

 

⑤ 休憩時間の短縮 

・育児・介護等の特別の事情を有する職員について、特例として休憩時間を６０分から

４５分に変更し、終業時刻を１５分繰り上げることを認めた。（H22 年度から実施） 

（参考） 

○育児時間の拡充 

「生後１歳３月に達するまで」→「生後１歳９月に達するまで」（H17 年度から実施） 
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○部分休業の拡充 

「３歳まで」→「小学校就学前まで」（H19 年度から実施） 

「１日２時間以内」の形態に加え、「１年につき１０日の範囲内」の形態を新設（R7.10 から実施） 

○育児短時間勤務制度の創設…１日３時間５５分（週１９時間３５分）、１日４時間５５分（週２４時

間３５分）、週３日７時間４５分（週２３時間１５分）、２日７時間４５分・１日３時間５５分（週

１９時間２５分）勤務等の勤務形態から希望する勤務時間を選択（H20 年度から実施） 

 

(ｲ) 既存の諸制度の周知徹底 

人事・組織経営課ホームページの「石川県職員子育て支援サイト」に、引き続き「育

児・介護両立支援ハンドブック」（母性保護、育児休業、休暇、時間外勤務の制限などの

各種制度を理解しやすいようにまとめた電子媒体によるハンドブック）を掲示するほか、

管理職に対して「育児・介護両立支援ハンドブック」の冊子を配布することで各種制度の

理解を深め、所属職員への取得の呼びかけを促し、制度の周知徹底、取得推進を図る。さ

らに、自治研修センターにおける研修等において、管理職、一般職員に対する「仕事と子

育ての調和」についての啓発を行う。（H17 年度から実施、H25 年度より一部見直し） 

また、定時退庁のお知らせ又は庁内ポータルサイトへの掲載等により、随時育児関連

休暇の制度周知を行う。（H22 年度から実施） 

総務事務管理室等は、子ども手当等を申請してきた男性職員に対し「新マイパパ育児

ガイドブック」を配付する。（H22 年度から実施） 

（参考） 

○R7年度に実施した職員アンケート結果によれば、出産補助休暇、育児参加休暇の制度について 

制度の存在・内容ともに知っていた   68.6% 

制度を知らなかった          16.5% 

どちらか一方でも取得した       88.3% 

○石川県職員子育て支援サイトからの情報提供（H20 年度から実施） 

 

(ｳ) 男性の育児参加促進 

男性が育児を女性とともにわかちあい、ワークライフバランスの重要性について理解

を深めていくことは大切である。 

男性職員の育児参加を推進するため、育児休業及び育児分担休暇（育児参加休暇及び

出産補助休暇）等、育児に係る休暇・休業の計１か月以上の取得を推奨することとする。 

管理職員は、人事面談等を通じ、子の出生が見込まれる職員を把握し、「育児・介護両

立支援ハンドブック」や「子育て世代向けワークスタイル事例集」等を用いて育児関連の

休暇・休業の概要を当該職員に知らせるとともに、父となる職員は、育児休業・育児参加

休暇等取得計画（パパの子育て計画書）を作成し、管理職員へ報告する。 
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また、小学校就学前の子を持つ男性職員においては、育児ウィーク休暇計画の作成に

より、育児参加のための年次有給休暇の計画的取得を推奨する。 

さらに、対象職員が計画に沿って確実に休暇を取得できるよう、管理職員は業務のマ

ネジメントを行うほか、各職員は業務に関する情報等を共有するなど、職場全体で環境

整備を進める。 

（参考） 

○R7に実施した職員アンケート結果によれば、子を養育している男性職員で育児休業を取得しなかっ

た理由として、「自分以外に育児をする人がいたため」、「職場に迷惑をかけるため」「業務が繁忙で

あったため」といった点が挙げられている。 

○また、育児に係る休暇等の取得に向け必要な取組として、「出産後間もない時期や、妻が職場復帰す

る時期など、育児支援を必要とする時期に、男性が働きながら柔軟に時短勤務などで対応できるよ

うにすること」といった意見が寄せられている。 

○管理職員より育児関連休暇の概要を交付（H20 年度から実施） 

○育児参加休暇…配偶者又は子若しくは子の配偶者の出産に伴い産前産後の期間中に出産に係る子

又は上の子（小学校就学前）の養育のため、５日取得できる。（H17 年度に創設、R8.4～孫を持つ職

員に対象拡大） 

○出産補助休暇…配偶者又は子若しくは子の配偶者の出産に伴い出産のための入院等の日から出産

後２週間で３日取得できる。取得しやすいよう１時間単位の取得を可能とする。（H17 年度から実施、

R8.4～孫を持つ職員に対象拡大） 

○育児ウィーク休暇計画…小学校就学前の子を持つ男性職員を対象とした、週休日・休日を含む最大

７日間（最短３日間）の連続した年次有給休暇の取得計画（H27 年度から実施） 

 

 (ｴ) 会計年度任用職員に対する子育て支援 

県職員が一体となって、仕事と子育ての両立を推進するという観点から、会計年度任

用職員ついても、家族の看護等休暇・介護休暇を導入（H17 年度から実施）するとともに、

これまで無給であった、家族の看護等休暇、保育時間及び短期介護休暇を有給の休暇と

する。（R8 年度から実施） 

さらに正規職員と同様に、出産補助休暇及び育児参加休暇の対象を孫を持つ職員に拡

大する。（R8 年度から実施） 

（参考） 

○家族の看護等休暇の拡充、介護のための短期の休暇の創設（H22 年度から実施） 

○会計年度任用職員を対象とした育児休業制度の導入（H23 年度から実施） 

○保育時間…生後 1年 9月に達しない子を育てるため授乳等の必要がある場合、1日 2回各 45 分以内

で取得できる。 
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(ｵ) 育児休業・特別休暇等が容易に取得できる職場の雰囲気の醸成 

管理職員は、希望する職員が気兼ねなく、育児休業、部分休業や子の育児時間、家族の

看護等休暇等の特別休暇を１００％取得できるよう、職場の雰囲気を醸成し、職場全体

での支援に努めることとする。特に、人事面談等を通じ、職員の出産・育児に係る情報の

把握、休暇制度の情報提供や休暇取得の呼びかけ等を実施する。 

また、定時退庁のお知らせ、庁内ポータルサイトへの掲載、研修等様々な機会を通じ

て、随時育児関連休暇の制度周知を行う。 

（参考） 

○R7年度に実施した職員アンケート結果によれば、職場が一体となった意識改革や、職員間の業務量

調整などを求める声が多く寄せられている。 

 

(4) 多様で柔軟な働き方の推進 

子育て中の職員を含むすべての職員が個々の事情に応じた働き方ができる職場環境、

能力を発揮しやすい職場環境となるよう、国や他県の動向を踏まえながら、フレックス

タイム制度等新たな勤務形態や柔軟な勤務時間について検討していくこととする。 

また、職員がやりがいをもって業務に取り組むためには、管理職が適切にマネジメン

トを行い、働きやすい職場環境をつくることが重要であり、管理職のマネジメント力を

向上させるため、R５年度から一部の管理職を対象に試行している多面観察について、R

８年度から本格的に実施し、組織のパフォーマンスをさらに高めていくこととする。 

（参考） 

○テレワーク（フレキシブルワーク）の導入（H27 年度から実施） 

○旧姓使用の導入（H17 年度から実施） 

○育児・介護に携わる職員の早出・遅出勤務（H19 年度から実施、R5 年度から対象を全職員に拡大） 

○育児短時間勤務制度、部分休業制度（前掲） 

○R7年度に実施した職員アンケート結果によれば、働きやすい職場づくりや女性職員の活躍推進のた

めに必要な取組として、職員からフレックスタイム制度等の導入を希望する意見が寄せられており、

特に小学生以下の子を持つ女性職員において割合が高くなっている。 

○多面観察の実施（R5年度から試行、R8 年度から本格実施） 

○仕事のやりがいや職場環境に対する職員の意識等から組織の課題を洗い出し、改善施策へつなげる

ため、エンゲージメント調査を実施（R7 年度から） 

○業務の生産性向上を図るため、県庁 14階に会議ブース等を備えたワークラウンジ「いちよん」を整

備（R7 年度から） 

 

(5) 人事管理、福利厚生上の配慮 

(ｱ) 育児休業期間や育児短時間勤務の期間の代替職員の確保 
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産前・産後休暇、育児休業、育児短時間勤務に入る職員の代替として、再任用職員や会

計年度任用職員の活用により代替職員の配置を行う。（H19 年度から実施） 

（参考） 

○これまで実施したアンケート結果によれば、「気兼ねなく休暇・休業等を利用するためには、確実に

代替職員が配置される必要がある」との意見が寄せられている。 

○技術職員の産前産後休暇、育児休業及びその欠員に伴う代替職員を確保するため、一定の資格・免

許等を有する者を事前に登録する制度（産休・育休等代替職員（技術職）登録制度）を導入（H29 年

度から実施） 

 

(ｲ) 人事異動等における配慮 

職員の自己申告書や人事面談等をもとに、子育ての状況を把握し、人事上の配慮を行

うこととする。（H16 年度から実施） 

（参考） 

○これまで実施したアンケート結果によれば、本県の次世代育成支援対策に効果的と思われる取組と

して、「子育てをしている職員に対する転勤についての配慮」が高い回答割合となっている。 

 

 (ｳ) 人事評価への適切な反映 

  管理職等（管理職及び人事担当者）の評価について、ワークライフバランス促進や男

性職員の育児に関する休暇・休業取得に資する取組や実績を適切に反映する。 

（参考） 

 ○これまでに実施したアンケート結果によれば、職場環境の改善に必要な取組として「取組の形骸化

を防ぐための管理職の評価制度の充実」という意見が寄せられている。 

 

(ｴ) 子育てに関する相談 

子育て支援相談窓口で職員からの相談に応じる（H17 年度から実施）ほか、妊娠、出産、

育休等に関するハラスメントを防止するため、人事管理担当者会議等の機会を通じて周

知啓発を行い、より相談しやすい環境づくりに努める。また、子育て中の職員等が、育児

経験のある管理職等から仕事と育児の両立に向けた助言を受けることができる「キャリ

アデザインカフェ」を実施する。 

（参考） 

○これまで実施したアンケート結果によれば、子育て等に関し、「気軽に相談できる窓口の設置」を希

望する意見が寄せられている。 

○子育て支援相談窓口…人事・組織経営課（福利厚生室）に設置。妊娠等の専門的な問題について、

保健師が相談を受付。 

○ハラスメント相談窓口…人事・組織経営課（福利厚生室）に設置。妊娠、出産、育児又は介護に関
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するハラスメントに関する相談を受付。 

 

(ｵ) 健康に配慮した措置 

「育児・介護両立支援ハンドブック」による妊娠中の職員の通勤緩和、妊娠中・出産後

の職員の通院休暇、妊娠障害休暇等の各種休暇制度等の周知や職場における喫煙対策の

徹底など、引き続き、妊婦や胎児の健康に配慮した措置を講じていくこととする。 

 

(ｶ) 通勤に配慮した措置 

従来からの育児を行う職員に対する職員駐車場の優先的割当ての周知を徹底するとと

もに、妊娠中の職員に対して、職員駐車場の優先的割当てを行うこととする。（H17 年度

から実施） 

 

(ｷ) 不妊治療を受けやすい職場環境の情勢等 

 職員が働きながら不妊治療を受けられるよう、勤務時間その他の利用可能な制度の周

知や管理職に対する意識啓発等を通じて、不妊治療を受けやすい職場環境の醸成等を図

る。 

 

(ｸ) 休暇・休業中の職員に対する情報提供 

① 休暇・休業中の職員に対する情報提供 

各所属は、産前・産後休暇、育児休業中の職員に対して、スムーズな職場復帰の実現及

び職員のキャリア形成のため、業務の情報等を随時、提供することとする。（H16 年度か

ら実施） 

（参考） 

○これまで実施したアンケート結果によれば、「産前・産後休暇中や育児休業期間中に、職場の情報が

全く入らず、不安を感じた」との意見が寄せられている。 

 

② 休暇・休業中の職員の研修 

産前・産後休暇、育児休業中の職員に対しても、自治研修センター等で実施される研修

を周知し、希望する職員には、受講を認める。（H17 年度から実施） 

（参考） 

○これまで実施したアンケート結果や職場ヒアリングによれば、育児休業中、長期にわたって職場を

離れることで、スキルの低下を心配する声や「育児休業中にも研修をできるようにしてほしい」と

の要望が寄せられている。 

 

③ 復帰した職員等に対する支援 
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各所属、主務課、各部局企画調整室は、産前・産後休暇、育児休業から復帰した職員に

対し、最新の事務手続き等についてＯＪＴを実施。（H17 年度から実施）  

また、育児休業から復帰した職員を対象とした研修を自治研修センターで行い、職務

復帰や仕事と育児の両立が円滑に行われるよう支援。（H20 年度から実施）さらに、子育

て中の職員等が、育児経験のある管理職等から仕事と育児の両立に向けた助言を受ける

ことができる「キャリアデザインカフェ」を実施する。（再掲） 

 

（参考） 

○これまで実施したアンケート結果によれば、産前・産後休暇、育児休業から復帰する際に、研修の

受講を希望する意見が寄せられている。 

 

(ｹ) 子育て支援関連の情報提供 

教育委員会と連携し、家庭教育に関する情報提供を行うとともに、いしかわ子育て支

援財団と連携し、県内の保育施設等に関する情報提供を行う（「育児・介護両立支援ハン

ドブック」による情報の入手先の周知等）。（H17 年度から実施） 

 

(6) その他の次世代育成支援対策 

(ｱ) 子ども・子育てに関する地域貢献活動（再掲） 

各職員は住民に対して、行政サービスを提供する県職員であると同時に、地域社会の

構成員であり、その地域における子育て支援の取組に積極的に参加することが期待され

ていることを踏まえ、年次有給休暇やボランティア休暇等を活用し、子どもの健全育成、

疾患・障害のある子どもの支援、子育て家庭の支援等を行うＮＰＯや地域団体等の活動

への積極的な参加に努めることとする。 

 

(ｲ) 子どもにやさしい県庁の推進 

子どもを連れた人が安心して気兼ねなく来庁できるよう、日頃から親切、丁寧な対応

等を率先して行うとともに、引き続き、子どもたちの県庁訪問を受け入れていくことと

する。 

（参考） 

○県職員の親子を対象に夏休み親子職場見学（H18 年度から実施） 

○子ども参観ウィーク（H20 年度から実施） 

 

Ⅱ 女性の活躍の推進に向けて（女性活躍推進） 

１ 現状分析 

(1)職員の給与の男女の差異 
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他の職種に比べて給与水準の高い医師について、職員に占める男性の割合が高いこ

とや、扶養手当や時間外勤務手当等の一部の手当について、男性に支給している場合

が多いことから、男性職員全体の平均給与を押し上げる要因となっている。 

 ○全職員に係る情報 

 

 

 

 

 

○「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

【役職段階別】 

 

 

 

 

 

 

【勤続年数別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 採用した職員に占める女性職員の割合 

近年は半数を超える結果となっており、国の第 5 次男女共同参画基本計画における

目標値 35%（R7 年度）を超えている。 

 

 

 

(3) 職員に占める女性職員の割合 

【参考】
政府目標(R7)

採用した職員に占める

女性職員割合
40%51.0% 49.3% 48.1% 53.1% 53.9%57.8%

(年度) R3 R4 R5 R6R1 R2
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微増傾向にあるが、概ね 40%程度で推移している。 

 

 

 

(4) 管理的地位（本庁課長相当職以上）に占める女性職員の割合 

着実に増加しており、R7 年 4 月には過去最高の 15.4 となった。 

 

 

 

(5) 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

国の第 5 次男女共同参画基本計画における目標値と比較すると、本庁部局長・次長

相当職を除き上回っている。 

 

 

 

 

 

 

２ 数値目標の設定 

計画の進捗状況を客観的に把握するため、目標値を下記のとおり定める。 

 

  ＜女性職員の活躍促進に関する目標値＞ 

 

○管理的地位に占める女性職員の割合     20％（R12.4）（現状 15.4％） 

（本庁課長相当職以上）           

 

○女性ＧＬ割合               30％（R12.4）（現状 23.4％） 

 

 

※女性ＧＬ割合については、部下の管理や業務遂行のマネジメントを担う最初の役職

である本庁のグループリーダーへの登用を推進することにより、将来の管理職を担

うことができる人材の育成につなげるため、第４期計画から目標値を設定。 

 

３ 取組内容 

（1） 登用関係 

(ｱ) 職域拡大等による多様な職務機会の付与 

全職員に占める

女性職員割合
39.6%

R2.4

40.2% 41.2% 41.6% 42.3%

R3.4 R4.4 R5.4 R6.4 R7.4

42.4%

管理的地位に占める

女性職員割合

R4.4 R5.4 R6.4 R7.4R3.4R2.4

15.4%12.7% 12.9% 14.2% 14.0%12.0%

【参考】

政府目標(R7.4)

本庁部局長・次長相当職 8.4% 9.3% 9.9% 11.6% 10.9% 9.5% 10%程度

本庁課長相当職 13.1% 13.6% 13.6% 15.0% 14.8% 17.1% 16%程度

本庁課長補佐相当職 22.1% 25.3% 25.3% 25.3% 24.7% 26.0% 25%程度

本庁係長相当職 43.5% 40.6% 40.6% 40.6% 41.7% 40.6% 30%程度

R4.4 R5.4 R6.4 R7.4R2.4 R3.4
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将来の管理職候補となる女性職員の育成を図るため、マネジメント能力や政策形成能

力が必要とされる多様なポスト（財務、企画等）への積極的な配置に努める等、従来、

男性中心であった職場やポストへも女性職員の配置を拡大し、職域の固定化解消を図る。 

また、従前同様、採用時に配属する職務分野について男女で偏りがないよう配慮する。 

 （参考） 

 ○R7 年度に実施した職員アンケートでは、女性職員が十分に能力を発揮して働ける職場環境づくりの

ため、「女性・男性にこだわらず、望む仕事にしっかり従事させてあげられる人事体制や評価体制で

あればよい」という意見が寄せられている。 

 

(ｲ) 意欲・能力向上のための研修実施やキャリアパスモデルの紹介 

① 女性職員キャリア支援研修の実施 

「女性職員キャリア支援研修」を実施することにより、中堅職員（本庁グループリー

ダ登用前）が自ら将来のキャリアの方向性を描き、自発的な能力開発の促進や業務意欲

の向上を図る。 

 

② 育児などを担う職員の人材育成に関する研修の実施 

女性職員の活躍及び男女のワークライフバランスに関して、育児等で勤務時間に制約

のある職員の将来の仕事と家庭の両立を考慮しつつ、将来のキャリア形成を支援するた

めの管理職向け研修を実施する。 

育児休業から復帰した職員等を対象にした育児職員支援研修を実施し、職務復帰や仕

事と育児の両立が円滑に行われるよう支援する。 

 

 ③ 子育て世代向けワークスタイル事例集の作成 

  事例集を作成し、若手職員に紹介することを通じて、出産や子育てといったライフイ

ベントを経た後もキャリアアップを目指す意欲を高める。 

（参考） 

○R7 年度に実施した職員アンケートでは、女性職員が今後さらに活躍するために必要な取組として、

「ロールモデル事例の紹介」という意見が寄せられている。 

(ｳ) 意欲と能力のある女性の登用 

女性職員の管理職登用を拡大する前提として、将来指導的地位へ成長していく人材の

確保が重要であることから、男女を問わず意欲と能力のある最善最良と考えられる人材

を適材適所に配置する中で、部下の管理や業務遂行のマネジメントを担う最初の役職で

ある本庁グループリーダーへの女性登用を積極的に推進し、リーダーとしての職務経験

を積ませることで、女性職員の育成に努める。 
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（2） 仕事と生活の両立 （再掲） 

  仕事と生活を両立し、働き続けることができるようなワークライフバランスの実現は、

女性職員がその能力を十分に発揮できる職場環境づくりにも資するものである。このた

め、女性職員の活躍推進という観点からも、「Ⅰ 仕事と育児の両立に向けて（次世代育

成支援）」にて述べた取組を推進していくこととする。 


